
第 26 回福島ダイアログ：NPO 福島ダイアログからのコメント 
 
本ダイアログにおける議論では、廃炉および廃棄物管理に関して 2 つの⼤きな問題が浮き
彫りになった。ひとつは、地域住⺠と国の当局との間に信頼関係が⽋如していることであり、
もうひとつは、住⺠が将来のプロセスに関わる意思決定の参加への困難である。 
 
廃炉と廃棄物管理は複雑な問題を含み、その管理には⻑期的な視点が必要である。関与する
組織の多さや、事故による地域住⺠の⼼理的影響が、対応に⼀貫性を⽋いているとの感覚を
抱かせており、この認識が信頼構築を困難にしている。さらに、事故後の対応が避難区域ご
とに異なっていたことが、施策決定への理解をさらに困難とし、信頼を損なう要因となって
いる。 
 
福島第⼀原⼦⼒発電所の廃炉および廃棄物管理に関する意思決定プロセスに、地域社会は
関わっていない。このことが⼀部の住⺠に無⼒感を⽣み、無関⼼を後押しすることになり、
住⺠を廃炉や廃棄物管理の問題からさらに遠ざけている。その結果、これらの話題は地域社
会内でほとんど議論されないものとなっている。 
 
現状を改善するためのいくつかの提案がダイアログの中では⽰された。例えば、地域社会と
当局の間で継続的かつわかりやすいコミュニケーションを確保するための恒久的な枠組み
を設けることが提案された。この枠組みを通じて、⻑期的な⾒通しを提供することで、時折
の揺り戻しがありつつも進展することが可能となり、過去の失敗を学びの機会として活⽤
できるようになる。このアプローチは、信頼の段階的な向上と、⻑期的な安定をもたらすだ
ろう。 
 
また、廃炉および廃棄物管理に関連する意思決定プロセスにおいて、地域住⺠の積極的かつ
公平な参加を促進する重要性も強調された。現在の表⾯上の無関⼼は、住⺠が⾃分の考えを
当局と共有する機会がほとんどないことに起因している。個⼈が意味のある形でかかわり、
変化に影響を与えられると感じるとき、⼈々の意欲は⾼まり、そのことが持続的な関与へと
つながる。すべての関係者に開かれた形で、意思決定システムの透明性を⾼めることが、⻑
期的かつ持続可能な対応を向上させるのではないだろうか。 
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